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１．地区，事業及び施行者の名称 

（１）地区の名称 

光善寺駅西地区 

 

（２）事業の名称 

東部大阪都市計画光善寺駅西地区第一種市街地再開発事業 

 

（３）施行者の名称 

光善寺駅西地区市街地再開発組合 

 

２．施行地区の概況及び事業の目的 

（１）施行地区の概況 

本地区は、京阪本線（寝屋川市・枚方市）連続立体交差事業が進められ、鉄道

により分断された市街地の一体化や踏切による交通渋滞等の解消が見込まれて

いる。しかしながら、駅前の恵まれた土地については、老朽化した建物が多く、

商業を中心とした都市機能の多くがかつての賑わいを失った状況である。 

このような背景から、駅前としての日常生活の拠点にふさわしい地区として、

交通結節点機能や商業などの都市機能の強化が求められており、平成 29年 3月

に作成された枚方市立地適正化計画において都市機能誘導区域に設定されてい

る地区である。 

 

（２）事業の目的 

京阪本線(寝屋川市･枚方市)連続立体交差事業にあわせて、鉄道駅周辺におけ

る地区拠点の形成を目指し、道路や交通広場等の公共施設整備による交通結節

点機能の強化、土地の高度利用による多様な都市機能の集積と都市居住の誘導、

街区再編や建築物の更新による防災機能の向上等を総合的に推進するとともに、

枚方市立地適正化計画において誘導施設に設定されている商業施設を強化・更

新することで生活サービスの増進を図ることを目的とする。 

  



 

2 

３．施行地区 

（１）施行地区の位置 

京阪本線(寝屋川市･枚方市)連続立体交差事業により整備される光善寺駅の

西側から国道１号までの地区である。 

 

（２）施行地区の位置図 

添付書類のとおり。 

 

（３）施行地区の区域（所在地番） 

枚方市北中振三丁目 319－9、319－10、319－15、319－20、343－1、343－2、

343－4、343－5、343－6、343－7、343－8、343－9、343－10、343－11、 

343－12、343－13、343－14、343－15、343－16、343－17、343－18、 

343－19、343－20、343－21、343－22、343－23、343－24、343－26、 

343－27、343－28、369－1、369－2、371－1、371－5、371－7、371－8、 

371－9、376－1、377－1、377－2、377－3、377－6、377－7、378－1、 

378－2、379－1、900－2、901－2、902－4、903－1、903－2、903－3、 

903－4、2815－2、2818－1、2818－2、2818－3、2820－1、2820－2、2821、

2827－2、2828、2829－1及び 2829－2、 

(市)出口北中振 1 号線の一部、(市)北中振 1 号線の一部、(市)北中振 3 号

線、(市)北中振 13号線の一部、3･4･210-13枚方国道線の一部 

なお、組合設立認可後、都市再開発法第 131 条第 2 項の規定に基づき、900

は 900-1(区域外),900-2(区域内)に、2827 は 2827-1(区域外),2827-2(区域

内)に、902-3 は 902-3(区域外),902-4(区域内)に、901 は 901-1(区域外), 

901-2(区域内)に土地の分割を行っている。 

 

（４）施行地区の区域図 

添付書類のとおり。 

 

（５）施行地区の面積 

約１.４ｈａ 
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４．設計の概要 

（１）設計説明書 

１）設計方針 

本事業は、京阪本線（寝屋川市・枚方市）連続立体交差事業（以下「連立事

業」という。）の関連事業として枚方市により都市計画施設として位置付けら

れた都市計画道路北中振線及び交通広場と施設建築物を一体的に整備するこ

ととし、連立事業により再整備される光善寺駅新駅舎に隣接する交通広場に直

結する敷地を 1 街区と設定し、駅周辺の賑わいを創出するため、商業･業務系

の都市機能を有する複合施設を整備する。2 街区では、1 街区の商業系都市機

能と併せコンパクト・プラス・ネットワークの観点から、共同住宅施設を整備

し、幹線道路沿いには、低層の商業系施設を配置し回遊性や賑わいの創出を図

る。 

また、交通結節点機能の強化と歩行者・自転車の安心･安全な空間の整備を

行い、交通機能の拡充と周辺地域の既存商店機能との回遊性を創出することで

相乗効果を図り、駅前の利便性を生かした快適で魅力ある都市環境を形成する。 

 

２）施設建築物の設計の概要 

①面積等 

 合計 １街区 
1街区 

（駐輪場） 
２街区 

敷地面積 約 5,740㎡ 約 2,280㎡ 約 300㎡ 約 3,160㎡ 

建築面積 約 3,550㎡ 約 1,860㎡ 約 60㎡ 約 1,630㎡ 

延べ面積 約 26,050㎡ 約 5,360㎡ 約 110㎡ 約 20,580㎡ 

建蔽率 

容積率 

約 62％ 

約 364％ 

約 82％ 

約 229％ 

約 21％ 

約 35％ 

約 52％ 

約 493％ 

備考 

※1街区の建蔽率については、高度利用地区の「制限の緩和」を適用 

※1街区（駐輪場）の高度利用地区による制限については、建築基準

法第 59条但し書きにより適用除外 
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②建築物の主要構造及び主要用途 

 １街区 
１街区 

（駐輪場） 
２街区 

主要構造 

鉄骨造 

（一部鉄筋コンクリー

ト造） 

鉄骨造 
鉄筋コンクリート造 

(一部鉄骨造) 

階数 地上 3階地下 1階 地上 1階 地上 26階 

高さ 約 17ｍ 約 2ｍ 約 80ｍ 

主要用途 商業業務 駐輪場 
共同住宅 

商業業務 

 

③建築設備 

給水設備，排水設備，電気設備，ガス設備，空気調和設備，電話設備， 

消防設備，避難設備，昇降機設備，ＴＶ受信設備，避雷設備，中央監視設備 

 

３）施設建築敷地の設計の概要 

商業・業務系施設の整備を行う１街区と住宅を中心とした施設の整備を行

う２街区の２敷地に分けるものとする。また、１街区の施設用駐輪場は、道

路を隔てた２街区南側に設置するため、その部分を１街区の規約敷地（区分

所有法第５条第１項）として扱うものとする。 

施設建築敷地の道路沿いには、２ｍ及び４ｍの壁面の位置の制限に伴い道

路の歩道部分と一体化した安全で快適な歩行者空間を確保する。また、居住

施設入居者や商業・業務施設利用者の出入口および商品等搬出入口を適切な

位置に配置し、施設利用者の利便性と安全性を確保する。 

併せて、１街区の駐車場については、来街する歩行者・自転車の安全性、

周辺の既存商店との回遊性を創出する観点から、事業区域周辺の平面駐車場

を活用することとする。 
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４）公共施設の設計の概要 

区分 種別 名称 幅員 延長 備考 

 幹線街路 
3・4・210-57 

北中振線 
17m 約 190m 

都市計画道路北中振線 

交通広場約 2,500㎡ 

道路 幹線街路 
3・4・210-13 

枚方国道線 

12m 

(42m) 
約 50m 整備済、（ ）は全幅員 

 区画街路 北中振 1号線 9m 約 70m 拡幅 

 区画街路 北中振13号線 5m 約 80m  

 

（２）設計図 

１）施設建築物の設計図 

添付書類のとおり。 

 

２）施設建築敷地の設計図 

添付書類のとおり。 

 

３）公共施設の設計図 

添付書類のとおり。 
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５．事業施行期間 

事業計画の認可の公告の日から，令和１１年(２０２９年）３月までとする。 

 

６．資金計画 

（１）資金計画 

（単位：百万円） 

収
入
金 

補助金等 6,157 

支
出
金 

調査設計計画費 1,226 

公共施設管理者 

負担金 
4,742 土地整備費 1,126 

保留床処分金等 8,108 補償費 3,776 

  工事費 12,500 

  事務費 350 

  借入金利息 29 

合  計 19,007 合  計 19,007 
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（２）支出金明細 
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（３）資金調達計画 
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（４）補助金算出根拠 
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補

助
金

事
業

費
補
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事
業
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補

助
金

事
業
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補

助
金

事
業

費
補

助
金

事
業

費
補

助
金

事
業

費
補

助
金

事
業

計
画

作
成

費
1
9
7

1
3
1

1
2
8

8
5

3
2

6
6

4
4

地
盤

調
査

費
9
3

6
2

2
1

1
5

1
0

3
9

2
7

3
7

2
4

建
築

設
計

費
2
6
7

1
7
8

1
6
4

1
0
9

8
5

1
3

9
1
9

1
3

3
0

2
0

3
0

2
0

3
2

権
利

変
換

計
画

作
成

費
1
3
1

8
7

7
9

5
3

7
5

7
4

3
8

2
5

計
6
8
8

4
5
8

1
2
8

8
5

5
3

3
0
9

2
0
6

3
0

2
0

5
9

4
0

5
6

3
7

3
0

2
0

3
0

2
0

4
1

2
7

建
築

物
除

却
等

費
4
3
0

3
8
8

7
8

7
0

9
0

8
1

1
0
6

9
6

1
5
6

1
4
1

仮
設

店
舗

等
設

置
費

4
4

4
4

補
償

費
等

1
,2

1
6

1
,0

9
4

9
3
6

8
4
2

1
2
6

1
1
3

1
5
4

1
3
9

計
1
,6

5
0

1
,4

8
6

1
,0

1
4

9
1
2

2
2
0

1
9
8

2
6
0

2
3
5

1
5
6

1
4
1

空
地

等
整

備
費

供
給

処
理

施
設

整
備

費

そ
の

他
の

施
設

整
備

費
3
,8

5
8

3
,4

7
2

1
0
8

9
9

3
9
7

3
5
6

5
6
6

5
0
9

1
,3

6
1

1
,2

2
5

1
,3

8
1

1
,2

4
3

4
5

4
0

計
3
,8

5
8

3
,4

7
2

1
0
8

9
9

3
9
7

3
5
6

5
6
6

5
0
9

1
,3

6
1

1
,2

2
5

1
,3

8
1

1
,2

4
3

4
5

4
0

6
,1

9
6

5
,4

1
6

1
2
8

8
5

5
3

3
0
9

2
0
6

1
,1

5
2

1
,0

3
1

6
7
6

5
9
4

8
8
2

7
8
1

1
,5

4
7

1
,3

8
6

1
,4

1
1

1
,2

6
3

8
6

6
7

-
1
4
7

-
2
6

-
5
9

-
6
2

-
5
9
4

-
1
5

-
1
0
3

-
2
2
7

-
2
4
9

合
　

　
計

6
,1

9
6

6
,1

5
7

1
2
8

8
5

5
3

3
0
9

2
0
6

1
,1

5
2

1
,0

3
1

6
7
6

6
0
9

8
8
2

9
1
0

1
,5

4
7

1
,6

7
2

1
,4

1
1

1
,5

7
4

8
6

6
7

※
防

省
緊

補
助

：
防

災
・
省

エ
ネ

ま
ち

づ
く
り

緊
急

促
進

事
業

補
助

小
　

　
計

付
帯

事
務

費

総
額

調
査

設
計

計
画

費

土
地

整
備

費

工
事

費

防
省

緊
補

助
※

（
政

策
課

題
対

応
タ

イ
プ

）

防
省

緊
補

助
※

（
地

域
活

性
化

タ
イ

プ
）
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（５）公共施設管理者負担金 
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9
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3
9
3

合
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4
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2

4
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0
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業
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年
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年
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（６）公共施設管理者負担金負担割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位　百万円）

内 訳 備考

都市計画道路 街路

国 2,435 2,435

府

市 2,307 1,999 308

合　　計 4,742 4,434 308

負担金
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添付書類 

 

①施行地区位置図 

 

②施行地区区域図 

 

③設計図 

施設建築物の設計図 

施設建築敷地の設計図 

公共施設の設計図 
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